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【小岩井浄年譜】

1897（明治 30）年 6 月 9 日 誕生 
1905（明治 38）年 4 月 島立小学校入学 
1911（明治 44）年 4 月 松本中学校入学 
1915（大正 4）年 6 月 松本中学校退学、宮田小学校代用教員（～1916 年 6 月） 
 7 月 専門学校入学者試験検定願（長野県立飯田中学校長宛） 
1916（大正 5）年 1 月 検定試験受験（県立諏訪中学校） 
 6 月 第一高等学校入学第一部丁類 
1919（大正 8）年 9 月 東京帝国大学法学部政治学科入学 
 三輪寿壮らと中国旅行 
 新人会 
1921（大正 10）年 シベリア旅行 
1922（大正 11）年 3 月 東京帝大卒、大阪へ 
 4 月 日本農民組合顧問弁護士 
 7 月 第一次共産党結成に参加 
1923（大正 12）年 6 月 第一次共産党検挙事件 
 小岩井、市ケ谷未決監収容（～12 月釈放） 
1926（大正 15、昭和元）年 5 月 小岩井検挙、堺刑務所入獄（～1927 年 1 月） 
1928（昭和 3）年 11 月 三・一五事件公判開始、小岩井、布施勝冶らと弁護団 
1929（昭和 4）年 大阪市議選に当選 
1931（昭和 6）年 4 月 モップル事件で小岩井検挙 
 10 月  大阪市議選、当選 
1932（昭和 7）年 9 月 小岩井、大阪横堤へ 
1933（昭和 8）年 2 月 「自由農民学校」開校→解散 
1934（昭和 9 年）2 月 山本宣治の墓参 
1935（昭和 10）年 4 月 『冬を凌ぐ』刊行 
 10 月  単身上京、日本政治経済研究所設立 
1936（昭和 11）年 12 月 一二・五事件、検挙 
1938（昭和 13）年 12 月 小岩井、国民思想研究所入所 
1939（昭和 14）年 1 月 「民族の問題」執筆 
1940（昭和 15）年 4 月 上海経済研究所副所長（→中支経済研究所では？） 
1942（昭和 17）年 1 月 東亜同文書院大学講師 
 12 月 「孫文に於ける民族思想（上）」（『東亜研究』第 65 号） 

（下）は 1943 年 3 月刊行 
1944（昭和 19）年 4 月 東亜同文書院大学教授 
 11 月 上海江南造船局にて書院学生爆撃で死亡 
1945（昭和 20）年 8 月 ポツダム宣言受諾 
1946（昭和 21）年 3 月 東亜同文会解散 
 11 月 愛知大学設立 
1955（昭和 27）年 11 月 小岩井、愛知大学学長（第三代） 
1957（昭和 32）年 6 月 中華人民共和国憲法翻訳 
 9 月 アジア・アフリカ法律家会議参加 
1959（昭和 34）年 2 月 小岩井、没 

 
 

特集「海外からの大学引き揚げをめぐる問題とその位相－東亜同文書院大学から愛知大学への人事

的接合性と自国文化への接合－」

【論文】

 
東亜同文書院大学教員と愛知大学教員の人事的側面における接合性 
－両者の学部開設時と開学時における教員層の検討を通して－ 

 
 

愛知大学文学部准教授 加島 大輔 
 
．はじめに－東亜同文書院大学と愛知大学の接合性をめぐる問題

 
本稿は、東亜同文書院大学（以下「書院大学」と略記）と愛知大学という二つの大学の

接合性を、教員の人事的側面から明らかにしようとするものである。具体的には、書院大

学にあっては学部開設時、愛知大学については旧制大学として開学し一定の教員がそろっ

たと見受けられる 1948（昭和 23）年の時点に固定し、その当時在籍した教員の履歴書を

用いた分析を行う。 
はじめに、書院大学から愛知大学への接合性の問題を論じてきた先行研究について整理

し、本稿の意義を明らかにしておきたい。接合性の問題についての先行研究は、おおよそ

次のように整理できると思われる。一つは、1945（昭和 20）年の敗戦から愛知大学設立ま

での経緯を明らかにしたものである(1)。設立の経緯は愛知大学編集の二十年史、五十年史

などであらかた明らかになっており、これ以上の研究の進展のためには原史料の発掘が不

可欠である。したがって、現段階では一次史料の発掘の乏しさの裏がえしともいえようが、

人物中心、あるいは回顧中心の記述になっていることも明らかである。 
二つ目は、前述の設立までの経緯を明らかにするにあたって参照されたであろう、回顧

録や資料紹介などである(2)。書院大学から愛知大学への接合性という問題を論じる際には

参照すべきものとして貴重である。ただし、内容の分析から通史的あるいは問題史的に展

開されているわけではなく、その部分での進展が期待される部分ということもできる。 
三つ目には、本稿の直接的な先行研究とすべき書院大学と愛知大学の関係性について実

証的に論じたものである。とくに、大島隆雄「東亜同文書院大学から愛知大学への発展－

たんなる継承か、それとも質的発展か－」 (3)は、そのサブタイトルが示すように、東亜同

文書院（以下「書院」と略記）、書院大学、そして愛知大学の設立趣意書の比較を通して、

愛知大学のそれが「自由主義・民主主義」と「学問の教育・研究」に基づき新たに構成し

直されたものと論じている。そして、その点は「愛大が東亜同文書院（大学）からさまざ

まな面を受け継ぎながらも、それとは異なる質への転化を遂げたという最も本質的な点で

ある」と述べている (4)。すなわち、大島氏は書院大学時代には一度日中戦争の肯定、中国

経営の人材養成を明記した趣意書が書かれたものの、書院時代から「中日輯協」「東亜久安」

の理念は通底していたとする。そしてそれは、愛知大学の設立趣意書にも「潜在的に内在」

しているものと考えている (5)。 
大島論文の本稿にとって重要な指摘は、愛知大学の教員構成が「その設立の主体的推進

力になった経緯から、東亜同文書院大学系の教員が 12 名（25%）と一番大きなグループに
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なる予定であった」ことを指摘していること (6)、また、愛知大学が書院大学の後継校とい

われることから「愛大にはもっと多数の書院系教員がいたようなイメージをもつかもしれ

ないが、それは正しくない」ことであろう。 
しかし、数として多数を占めていなかったからといって書院大学系教員の役割が減じら

れたわけではなく「やはり東亜同文書院大学関係者が、愛知大学設立にあたって中心的で

推進的役割を果たしたといって間違いない」と結論づけている (7)。 
このような結論が提出されているのに対して、本稿はより基礎的に、当時の教員構成と

その履歴から、書院大学また愛知大学の教員層が持った特徴を論じようとするものである。

さらに、教員層が大学の性格を一面ではあるが現しているものと考え、教員層の性格から

両大学の違いを論じる。つまり、本稿では大島論文の内容をさらに深め、当時の教員層の

持ったバックグラウンドも含めて論じたい。そのバックグラウンドを含めて検討した場合、

両大学の接合性はどのように見えるのかを考えてみたいということである。 
 
 
．東亜同文書院大学の教員に関する法令

 
書院あるいは書院大学の教員となるためには、いかなる資格が求められたのであろうか。

分析に入る前に、関係する法令から書院・書院大学の教員資格について確認しておこう。 
まず、書院の教員資格については 1921（大正 10）年外務省令第 9 号「東亜同文書院教

員資格ニ関スル規程」によって次のように定められた。 
東亜同文書院ノ教員タルコトヲ得ヘキ者左ノ如シ 
一 学位ヲ有スル者 
一 帝国大学若ハ官立大学卒業者又ハ帝国大学若ハ官立大学ニ於テ試験ニ合格シ学士

ト称スルコトヲ得ル者 
一 官立学校ヲ卒業シ学士ト称スルコトヲ得ル者 
一 外務大臣ノ認可シタル者 

このうち、第 1 号にある学位は「学位令」による「博士」の学位である。また、第 2・第

3 号には学士の称号が示されており、本来は大学卒業以上の資格が求められたと考えられ

よう。なお、この規定は文部省所轄の専門学校とほぼ同様であった。1903（明治 36）年の

「公立私立専門学校規程」（明治 36 年文部省令第 13 号）の第七条には、 
専門学校ノ教員タルコトヲ得ヘキ者左ノ如シ 
一 学位ヲ有スル者 
二 帝国大学分科大学卒業者又ハ官立学校ノ卒業者ニシテ学士ト称スルコトヲ得ル者 
三 文部大臣ノ指定シタル者 
四 文部大臣ノ認可シタル者 

とあるように、書院もまた外務大臣管轄の専門学校として同様の規定がなされたと考えら

れる。実際には、後にみるようにこのうちの「一 外務大臣ノ認可シタル者」の規定が適

用される人事がたびたび行われている。やや先取りして言えば、書院卒業生という専門学

校卒業程度の人材が書院の教員として採用される事例が多くあったのである。 
その後、外務省から 1931（昭和 6）年 5 月に「東亜同文書院教員採用ニ関スル件」が指

令され、前述の「東亜同文書院教員資格ニ関スル規程」中の第 1 号から第 3 号、すなわち

 
 

学位を有するか学士の称号を持つ者については「開申」で済むこととされた。一方、第 4
号には認可申請に必要な書類が明示されている (8)。 

第四号ニ該当スル者ニ就テハ申請ノ上認可ヲ受クヘキノ処必要有之ニ付爾今開申書認

可申請書ニハ別紙トシテ左記様式ニ依ル採用教員ニ関スル調書ノ外本人ノ履歴書本人

ニ関スル市町村長ノ身分証明書及戸籍謄本（又ハ抄本）ヲ添付セラレ度 
このように、単に履歴書だけではなく身分証明書、戸籍謄本が必要となるなど、その身上

についてはより厳格に審査されることになった。なお、戸籍謄本は抄本でもよいとされて

いるが、管見の限り実際には戸籍謄本が提出されている。 
1940（昭和 15）年 1 月には同年の外務省令第 2 号によって「東亜同文書院大学ニ関シ

テハ大正八年文部省令第十一号大学規程ニ依ル但シ同令中文部大臣トアルハ外務大臣トス」

とされた。この「大学規程」による教員採用については、第九条に 
大学令十八条ノ規定ニ依リ教員ノ採用ニ付文部大臣ノ認可ヲ受ケントスルトキハ其ノ

申請書ニ担任学科目ヲ記載シ本人ノ履歴書及戸籍抄本ヲ添付スヘシ 
と定められている。さらにこの「大学令」十八条は 

私立大学ノ教員ノ採用ハ文部大臣ノ認可ヲ受クヘシ公立大学ノ教員ニシテ官吏ノ待遇

ヲ受ケサル者ニ付亦同シ 
とあるから、書院大学の教員はすべて外務大臣、のちに 1941（昭和 16）年 5 月には昭和

16 年閣令第 9 号「東亜同文書院大学ニ関スル件」によって内閣総理大臣の認可を要するこ

ととなった。実際には、書院当時から外務大臣あてに認可申請を行っていたものの、法令

上は学位、学士称号を持っていることで採用できたものにやや規制がかかったともみるこ

とができる。一方、従前の規程第 4 号で採用されていたものの身分証明書はここには指示

されていない。 
 
 
．東亜同文書院大学の学部開設時における教員層

 
－ ．東亜同文書院大学の学部開設時における教員一覧

 
教員一覧の作成方法

 
1941 年 4 月、東亜同文書院大学の学部開設時における教員とその学歴、職歴・経歴を一

覧にしたものが表 3－1 である(9)。この表の作成方法について説明しておくならば、左欄の

発令順 No.は、東亜同文書院あるいは東亜同文書院大学の教員として発令された順に並べ

た場合の番号である。その際、書院講師などいわゆる嘱託としての身分の発令であっても、

同一人物について最初に発令があった時点を基準としている。その年月と職階については

「着任」欄に記載した。 
氏名順、また大学昇格時（学部開設時）職名については『東亜同文書院大学一覧』（同大

学発行、1941 年）所載の「職員業務分担区分」によっている。この「職員業務分担区分」

は前述の発令順になっており、それをさらに主要業務によって分類している。本表では、

大学学部の専任教員として発令された者は、予科を兼務していたとしても学部専任教員と

して分類した。予科専任教員の場合は専門部を担当していても同様である。また、「寮監」
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発令順 No.は、東亜同文書院あるいは東亜同文書院大学の教員として発令された順に並べ

た場合の番号である。その際、書院講師などいわゆる嘱託としての身分の発令であっても、

同一人物について最初に発令があった時点を基準としている。その年月と職階については

「着任」欄に記載した。 
氏名順、また大学昇格時（学部開設時）職名については『東亜同文書院大学一覧』（同大

学発行、1941 年）所載の「職員業務分担区分」によっている。この「職員業務分担区分」

は前述の発令順になっており、それをさらに主要業務によって分類している。本表では、

大学学部の専任教員として発令された者は、予科を兼務していたとしても学部専任教員と

して分類した。予科専任教員の場合は専門部を担当していても同様である。また、「寮監」
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表3－1．学部開設時における東亜同文書院大学の教員一覧

発令順 本籍地 年月 年月 年月 年月・期間 年月 年月・期間

生年月日 本科 予科長 専門部 着任 学歴
東京市 2年 1年

学長 東京帝国大学政治科

山形県川西町
副院長・学部教授 東京帝国大学法科大学

栃木県芳賀郡清原村

書院助教授 東亜同文書院
徳島県那賀郡平島村

書院講師 東亜同文書院

岡山県邑久郡鶴山村

書院助教授 東亜同文書院

長野県小県郡豊里村

書院助教授 東亜同文書院
奈良県十津川村

書院助教授 東亜同文書院商務科
神戸市

書院教授 東京商科大学
大分県大分町

書院講師 東亜同文書院
大阪市

書院講師
東京市

書院講師 東京商科大学
徳島市

東亜同文書院商務科
埼玉県北足立郡与野町

書院助教授 東亜同文書院
福島県石城郡平町

専任 東京帝国大学文学部支那哲学支那文学科

徳島市 4年７ヶ月
学生監 京都帝国大学大学院

東京市
書院講師 東京帝国大学理学部地理科

広島県御調郡向島西村

書院教授 東洋大学専門部
大阪市

予科講師 大阪商科大学
広島県福山市

書院講師 東京帝国大学文学部英吉利文学科

福岡市
書院講師 九州帝国大学法文学部英文科

甲府市
書院講師 東京帝国大学大学院（文学部）

高知市
予科講師 東京帝国大学文学部英文科

鹿児島郡谷山町

予科講師 京都帝国大学文学部国語学・国文学専攻

岡山県上道郡雄神村

予科講師 大日本武徳会武道専門学校

滋賀県坂田郡鳥居本村

書院講師 同志社大学大学院
大分県東国東郡南安岐村

書院講師 東京帝国大学法学部政治科
松江市

書院講師 神戸商業大学研究科
大分県宇佐郡北馬城町

書院講師 東亜同文書院商務科
佐賀県杵島郡福富村

書院講師 東京帝国大学法学部法律学科

東京市
書院講師 東京商科大学卒業

佐賀県小城郡北多久村

書院講師 九州帝国大学法文学部・法律専攻

愛知県碧海郡高浜町

九州帝国大学法文学部法科

職名は『東亜同文書院大学一覧』（1941年）による。

凡例

学歴欄

…帝国大学・官立大学卒業

…官公立専門学校卒業

…私立大学卒業

…私立専門学校卒業

職歴欄

…書院での教歴以前の「教職」歴（小・中・高等学校・専門学校・大学助手・副手を含む）

…書院での教歴以前の「民間企業勤務」歴（満鉄を含む）

…書院での教歴以前の「官職」歴（郵便局勤務を含む）

※太字＋イタリック体＝書院での最初の教歴

配属将校 配属将校下川三蔵

神崎多弥 寮監 寮監

米倉俊太郎 学生監補 生徒監補 学生監補

講師兼寮
監

講師兼寮
監

林出賢次郎 学生監 生徒監 学生監

城山三夫
講師兼寮

監

吉田稔
講師兼寮

監
講師兼寮

監
講師兼寮

監

教練

道上伯
講師兼寮

監
講師兼寮

監
寮監

柔道

東亜同文書院講師
教授

東洋外交史・仏蘭西

語 九州帝国大学大学院（国際法研究）

教授
刑法・独逸語

神谷龍男 東海

九州帝国大学法文学部副手 九州帝国大学法文学部助手
飛石初次 九州

攻玉社商業学校教諭
石川正一 関東 教授

商業英語

教授
民法／国際私法

高等試験司法科合格 東京帝国大学法学部政治学科
岸川正 九州

久孚洋行（上海） 上海居留民団立日本商業学校講師嘱託
講師 教授

支那語　商務科及大

学予科兼任岩尾正利 九州

記載なし

神戸商業大学 神戸商業大学研究科
広江貞助 中四国 教授

病ノ為依願休学後依願退学
重光蔵 九州

同志社大学法学部経済学科 同志社大学大学院・農業経済学
教授

行政法・経済学
成宮嘉造 近畿

教授
国際法・外交史／国

際法・外交史 東京帝国大学法学部政治科

山崎伊太郎
講師兼学
生監補

講師兼生
徒監補

教授兼学
生監補

体操及教練　弓道

助教授 講師内山正夫

山口佐熊 助教授 講師

岡山商業学校岡山工芸学校武道教師 中学岡山黌剣道教師嘱託
講師兼寮

監
助教授兼

寮監
寮監

県道
小橋嘉平 中四国

朝鮮・元山公立中学校教諭 高等学校国語教員免許状
津之地直一 九州 教授

中等学校英語免許状 高知県立海南中学校教諭
教授植村郁夫 中四国

英語
原一郎 教授 教授

五味一 甲信越
東京帝国大学文学部国史学科 中等学校教員英語科無試験検定合格

高等学校英語・中等学校国語英語免許状 工業学校及熊本中学校嘱託

教授 講師
東洋史／日本史

内山宮三 九州 教授 教授
英語

若江得行 中四国
中等英語無試験検定 江漢中学校教員

教授 教授
専任・商務科及予科

兼任

浪華商業学校教諭
教授

商業通論・商業数学・

銀行簿記 高松高等商業学校卒業
堀江義広 近畿 教授

三原教員養成所卒業 尾道市第一尋常小学校訓導
齊伯守 中四国

東京帝大大学院 陸軍第一補充兵役編入
上田信三 関東 教授 講師

自然科学・地理・支那

経済地理

教授 教授
倫理・漢文

古河合名会社 京都帝大・政治・選科入学

（↘*7から）書院大学学生監・予科生徒監・書院学生監・書院教授兼務

教授 教授
民法

中内二郎 中四国

漢文倫理

東京帝国大学文学部支那哲学支那文学科 東京帝国大学文学部大学院
山田厚 東北 学生監補

教授兼生
徒観補

教授兼学
生監補

東亜同文書院助教授 大東文化学院入学のため休職
福田勝蔵 関東 教授 教授

支那時文・尺牘支那

語支那事情（休職中）

京都帝国大学文学部哲学科選科

教授 教授
商業数学・保険論・外

国為替論／＋統計学

桜川景雄 中四国 助教授 講師 教授
哲学概論（錬成所入

所中）

太田英一 関東 助教授

神戸商業大学附属商学専門部・2年修了 神戸商業大学本科卒業

東京商科大学卒業 東京電気株式会社

戸田義郎 近畿 助教授 教授 教授
簿記及経理学／経営

学原論

坂本一郎 九州 助教授
大分県立竹田高等女学校教授嘱託 東方通信社

教授 教授
支那語

北野大吉 近畿 教授 教授
経済学／経済史

教授兼教
務主任

教授
支那語・支那時文及

尺牘

関西学院高等商業学校教授 関西学院中等部講師嘱託

青島泰信東砿業所 東亜興業株式会社・上海出張所詰
野崎駿平 近畿 教授

長野県立上田中学校卒業 長野県更級郡町立稲山小学校代用教員
久保田正三 甲信越

教授兼幹
事

幹事
教授兼幹

事

貿易実務・貿易論

（↘*4から）鶴山村中学校長 神戸市外国語大学外国学研究所教授

東亜同文書院首席卒業 鈴木商店入社・神戸本店・大阪支店・上海支店
教授

世界経済事情・統計

学久重福三郎 中四国 教授

教授
東亜論策・世界経済

事情（留学中）小竹文夫 教授

三菱商事株式会社・大阪支店在勤 天津保科洋行
教授 教授 教授

支那語・支那通商史

／支那時文及尺牘熊野正平 中四国

支那時文・尺牘支那

語 大阪江南株式会社 支那語研究・北京留学
鈴木擇郎 関東 教授 教授 教授

司法官試補 検事
教授 予科長

副院長・教
頭

本間喜一 東北

院長
領事官補・漢口 外交官補・北京公使館

矢田七太郎 学長

就任

時年

齢

学部

開設

時年 職歴・経歴1 職歴・経歴2

（↘*1から）依願免本官・前官礼遇

氏名 出身地方
大学昇格時（学部開設時）職名 担当科目（専門・予科

／本科）
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年月 年月・期間 年月 年月・期間 年月 年月・期間 年月 年月・期間 年月 年月・期間 年月 年月・期間 年月 年月・期間

2年

1924.3卒 1928.3退学 1年6か月

3か年

1936.3（予定）

1943.9辞任
東亜同文書院教授 東亜同文書院大学学部講師 東亜同文書院大学学部助教授 東亜同文書院大学研究員（国際法研究） 東亜同文書院大学学部助教授

九州帝国大学法文学部副手

高等試験行政科合格 弁護士名簿登録・東京弁護士会入会

商業英語支那語教員免許状 日本商業学校教諭

福岡弁護士会入会・東京弁護士会退会

神戸商業大学附属図書館事務嘱託

東京帝国大学法学部政治科 元満鉄東京支社内（現財団法人）東亜調査局局員 満鉄本社社員 経済調査会産業部調査班

台湾総督府台南高等商業学校講師（*10へ↖）

（↘*10から）台北高等商業学校講師 株式会社萬報社（取次代理業）取締役 東亜同文書院講師

渡支・経済事情調査 同志社大学大学院・現行支那民法債権法 東亜同文書院で調査研究 高等学校高等科・法制経済 京都帝国大学講習会・一週間聴講補充兵役陸軍歩兵編入

上海日本中学校講師嘱託 東亜同文書院大学予科講師 東亜同文書院大学予科助教授岡山商業学校岡山工芸学校武道教諭 武徳会岡山支部剣道教授 上海居留民団出向・上海日本商業校教諭

師範・中学・高女国語漢文免許状 東亜同文書院大学予科講師 東亜同文書院大学予科教授

東亜同文書院大学予科教授高等学校英語科免許状 応召・中支那出征 東亜同文書院大学予科講師

東京帝国大学文学部東洋史学科へ転科 中等学校歴史科無試験検定合格

熊本中学校教諭兼工業学校教諭

高等学校日本史東洋史無試験検定合格 文部省維新史料編纂官丸山国雄研究助手・月30円 山梨県立甲府高等女学校教諭 山梨高等工業学校講師兼務 判任官一等待遇

熊本中学校教諭

広島県立第一中学校教諭 高等教員英語無試験検定

東亜同文書院大学予科講師委嘱 法制・経済高等科教員無試験検定（*9へ↓）

（↓*9から）東亜同文書院大学予科教授

香川県立高松商業学校教諭 大阪商科大学学部入学 学士試験合格 大阪商科大学研究科入学 大阪商業学校教諭・福岡高等商業教授委嘱

同教務主任兼務（*8へ↖）

（↘*8から）同生徒主事兼務 東洋大学専門部教授委嘱

名古屋市名古屋中学校教諭 中等漢文科試験検定合格 大東文化学院高等科卒業 京都市平安中学校教諭 千代田女子専門学校教授 高等漢文科無試験検定合格

東亜同文書院大学予科教授東亜同文書院講師委託 東亜同文書院教授委嘱 書院大学予科講師委嘱・書院講師兼務 高等科地理科教員無試験検定

東亜同文書院講師 東亜同文書院学生監 華中日本人教員訓練所監督（*7へ↙）

予科講師兼務

京都帝大本科編入 司法科高等試験合格 京都帝大大学院・シナ私法 弁護士登録

高校高等科・法制経済無試験検定合格 東亜同文書院大学予科教授

東京帝国大学文学部副手師範・中学・高女国語漢文科無試験検定 高等学校高等科漢文科無試験検定 東京帝国大学菊池奨学金受領

東亜同文書院より北京留学を命ぜらる 中華民国国立京師大学聴講生・国文系及中国哲学系

東亜同文書院講師

東亜同文書院講師 東亜同文書院教授委嘱 兼東亜同文書院大学予科教授

東亜同文書院教授

東亜同文書院教授委嘱 兼東亜同文書院大学予科教授

神戸外国語専門学校大分県支那語通訳嘱託 東亜同文書院講師 東亜同文書院助教授 支那語研究・北平駐在

書院助教授委嘱

東京帝大1か年内地留学1年間英米留学

華語研究のため北京駐在 書院支那語教員資格認可（外務省）（*6へ↙）

（↘*6から）学生課勤務兼務 書院教授

依願退社 通信書記・郵便局勤務 依願免職 書院講師委嘱

上海久原洋行入社 漢口久原洋行に転勤・のち退社 アメリカへ商業学・商業実践研究のため3か年留学（書院命） 渡米・ミシガン大学経済学東亜同文書院卒業

応召・独立機関銃第8大隊本部付先任下士官 書院大学帰任 引き揚げ（*4へ↙）姫路・陸軍歩兵第10連隊・一年志願兵 東亜同文書院助教授 米国留学・ハーバード大学大学院・経済統計学 London School of Economics　留学

（↓*5から）ロンドン大学・商業学・外国貿易

コロンビア大学・商業学・外国貿易 渡英留学許可（書院)（*5へ↑）

（↑*3から）図書館主任兼務

書院助教授 支那語研究・北京留学 研究部事務主任兼務 書院支那語・支那通商史教員資格認可（外務省） 書院教授 学生主事兼務

支那研究部長事務取扱兼務書院教授 書院支那語教員資格認可（外務省） 書院支那語関係学科主任 商品室主任兼務 書院特設予科主任 学生監兼務

大学予科生徒主事兼務（*3へ↓）

英米独仏在留 兼任東京商科大学教授判事 東京高等商業学校教授 東京商科大学専門部教授

三等書記官 奉天総領事代理 二等書記官・ロンドン大使館 桑港総領事 上海総領事

（↘*2から）依願免本官・兼官 弁護士登録

職歴・経歴8 職歴・経歴9職歴・経歴3

満州国参議（*1へ↙）瑞西公使

書院教授・副院長 予科長委嘱

東北帝国大学法文学部講師 東京商科大学教授（*2へ↖）

職歴・経歴4 職歴・経歴5 職歴・経歴6 職歴・経歴7

学部専任

予科専任

書院（専門部）専任
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「学生監」など学部・予科・専門部に専任教員としての籍を持たない者は今回の分析対象

から省いた。 
さらに、学部開設時年齢については、学部開設が行われた 1941 年度中に迎える満年齢

を記載した。学歴は高等教育以上の学歴として、当時は学位との関係が明確ではなかった

大学院での学習歴については除いた。職歴・経歴については各人の履歴書記載のものを載

せてある。 
一覧の色分けについて説明しておこう。まず、学歴については濃い青色を帝国大学・官

公立大学卒業、薄い青色を官公立専門学校の卒業とした。同様に濃い緑色は私立大学卒業、

薄い緑色は私立専門学校卒業で、東亜同文書院の卒業は薄い緑色に包含される。次に、職

歴・経歴については、すべて書院で最初の教歴を持つ以前について色分けしてあり、その

人物がそれまでにいかなる職歴・経歴を持ったかを明らかにしようとしている。オレンジ

色は書院以外の学校での「教職」歴を示し、これには小・中・高等学校・専門学校のほか、

大学の助手・副手を含め、児童生徒、学生を対象とした職にあったことを示している。赤

色は民間企業勤務歴であり、便宜上満鉄もこのなかに含めている。さらに、黄色は官職に

あったことを示している。 
 

教員一覧にみる東亜同文書院大学教員層の概要

 
統計的に教員層の状況を考える前に、まずは視覚的に表 3－1 を用いて東亜同文書院大

学教員層の概要を考えていくことにしたい。 
最初に学歴についてである。学歴について明らかなのは、表中上欄に行くほどに私立専

門学校卒業、しかも東亜同文書院卒業の学歴が多くなることである。学部教員では半数以

上が書院卒業の教員が占めており、書院卒業者が書院大学の教員になるという教員の供給

が行われたことを示している。 
さらにそれと比例するように、学部教員の職歴・経歴では民間会社勤務が目立ち、書院

を卒業して民間会社で勤務した者が書院大学の専門教育を担っていたことを表していると

いえよう。 
一方、予科教員では帝国大学・官公立大学卒業者が多くを占め、それらの人物はなんら

かの教職歴を持っている。教職歴は小学校から専門学校まで多彩であるが、ほとんどの人

物は日本国内内地での経歴を経て書院大学へ就職していることがうかがわれる。 
最後に、専門部教員では、学歴は予科同様に帝国大学・官立大学の卒業者が多くを占め、

一方職歴・経歴では民間企業勤務歴と教職歴を持つものが併存していると考えられる。 
 

－ ．東亜同文書院大学学部開設時の教員層

 
ここからは、前節において一覧としてみた教員層について、いくつかの要素から統計的

な点もあわせてみていくことにしよう。これによって、一覧から得られた概要を裏づける

とともにさらに教員層の性格を明確にしておきたい。 
 

A.専任教員の年齢構成と勤続年数 
教員層の年齢構成を表した表 3－2 によれば、学部・予科・専門部ではそれぞれに次のよ

 
 

うな特徴をみることができる。 
表 － ．専任教員年齢構成（判明分、学長を除く）   

～ 歳 ～ ～ ～ ～ ～ 平均年齢

学部

予科

専門部

全体

 
はじめに、平均年齢の違いを指摘することができる。表 3－2 に示したように、学部が平

均年齢の高さではもっとも高く、次いで予科、専門部の順になっている。学部では 40 歳代

前半の教員が、予科と専門部では 30 歳代前半の教員が大きな割合を占めており、大学昇

格にあたって学部の専任教員には比較的高い年齢の教員をあてたことがわかる。 
これに加えて、表 3－1 に示した発令順 No.および「着任」欄を参照すれば、学部教員は

単に年齢的に高いというだけでなく、書院着任の早い、すなわち書院に比較的長期にわた

って勤務した者をあてたということもできよう。学部教員の例外は本間喜一だけで、これ

は当初から学部教員としての着任が予定されていたと考えられる。そのほかの学部教員は、

もっとも勤続年数の短い桜川景雄で 6 年であり、最長の鈴木択郎が 21 年勤続である。 
勤務年数の長さが学部教員としての資格を左右したことは、担当科目の内容において比

較的近いと考えられる専門部の教員と比較してみればより顕著となる。専門部でもっとも

勤続年数の長い成宮嘉造は 5 年、ほかは 1～4 年の範囲におさまる。したがって、書院勤

務歴の長い者は学部へ、短い者は専門部へという傾向が読みとられる。そのうち、前述の

桜川の 6 年と成宮の 5 年の境界をどのように捉えるかという問題が出てくるが、現段階で

は二人の違いが書院卒業生であるかということ、すなわち書院卒業生である桜川が優先的

に学部教員として採用されたと推測するほかない。このことは、桜川が哲学概論担当、成

宮が行政法、経済学担当と、どちらかといえば学部専門科目に近いのは成宮と考えられる

ことによっても裏づけられよう。 
 

B.専任教員の職歴 
表 － ．専任教員主要職歴（判明分、のべ数、学長を除く）

学 部 予 科 専門部

職 歴 実 数 職 歴 実 数 職 歴 実 数

民間会社勤務 中等学校教員 民間会社勤務

中等学校教員 専門学校教員 中等学校教員

官立大学教授・助教授 帝国大学副手 専門学校教員

司法官僚・弁護士 小学校教員 帝国大学助手・副手

その他官吏 民間会社勤務 弁護士

専門学校教員

小学校教員

 
すでに一覧から、学部教員は民間会社勤務歴、予科教員が書院以外での教職歴、専門部

は民間会社勤務歴と教職歴が併存していることを概要的に示した。これをさらに詳細にみ

るために専任教員の主要な職歴を表 3－3 に示した。 
これによっても、学部、さらに専門部にあっても民間会社勤務を経た教員がもっとも多

いことが判明する。専門部はともかくも、学部教員が大学教員経験者ではなく民間会社勤

務を経た者で占められていたことは、書院大学の性格の一端を現すものといえよう。 
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また、予科は中等学校教員がもっとも多く、しかも休職中の福田勝蔵を除いては、高等

学校高等科の教員免許状を所持しており、大学予科の教員組織としては完全に整備された

状態であったということができる(10)。 
 

C.専任教員の最終学歴 
専任教員の最終学歴

についても、さきほど概

要を示した。それによれ

ば、学部教員は書院卒、

予科および専門部は大

学卒を中心に占められ

ていた。 
さらに詳細にみてみると、教員全体でもっとも多いのは帝国大学卒業者と書院卒業者で、

そのうち前者では東京帝国大学の卒業者が書院卒業者と同数の 9 名にのぼる。官公立大学

出身者は数こそ少ないものの、すべてが商業系大学の卒業者だということも特徴的である。

書院大学の教員層は、帝大卒業者と商業系の大学・専門学校を中心に構成されていたと考

えられる。 
ところで、2 節で確認したように、書院から書院大学にかけて教員資格は学位所持者と

学士号所持者をもって本体とした。したがって、大学昇格以前から在籍した教員であって

も、書院卒業の学歴を持つ教員は外務大臣の認可によって採用されたことになる。また、

学部教員の多くが書院卒業者によって占められていたことは大学教員資格としてはいわば

傍流であったともいえる。一方、それが書院大学を性格づけているということでもあろう

(11)。 
D.専任教員の本籍地 
表 － ．専任教員本籍地（判明分、学長を除く）

北海道 東 北 関 東 甲信越 北 陸 東 海 近 畿 中四国 九 州

学 部

予 科

専門部

全 体

本項の最後に、専任教員の本籍地を示しておこう。ここでは人口比から関東が多いこと、

より上海に近いといえる近畿以西に本籍を持つ専任教員が多いことを指摘しておくにとど

めたい。 
 

－ ．東亜同文書院大学教員の採用方法

 
書院および書院大学の教員が外務省令などの規程にしたがって採用されていたことはす

でに記した。一方、学部開設時の学部教員の多くが外務大臣の認可によって採用されてい

たことも指摘した。教員履歴書には、外務省内での書院教員の採用にあたっての考え方を

示した付箋がつけられていることがあり、そこから採用の内実に少し立ち入ってみたい。 
今回文書によって確認した教員採用の手続きは、2 節で述べた指令に基づき、まず東亜

同文会会長から外務大臣あてに、本人の履歴書、戸籍謄本、身分証明書を添えて認可申請

表 － ．専任教員最終学歴（判明分、学長を除く）

帝国大学 官公立大学
私立

大学
専門学校

東京

帝大

京都

帝大

九州

帝大

東京

商大

大阪

商大

神戸

商大

同志

社大

同文

書院

その

ほか

学 部

予 科

専門部

全 体

 
 

がなされる。そのほとんどは異論なく採用が認可されているように見えるのだが、一方で

外務省内での次のような指摘もみられる。 
たとえば、 

本人帝大ニ於ケル成績十六単位中優十二、良四、ナリ尚本人ハ東京商科大学長上田貞

次郎氏ノ三男ナリ身体モ健康ニシテ異状ナシ(12) 
本人ハ東京商大上田教授ノ推薦ニ係リ成績優秀ナルモノナル趣ニ付認ルコトト致度シ

(13) 
といったように、東京商大の上田貞次郎の関与、大学在学中の成績等が考慮されているこ

とがわかる。あるいは、 
飛石ハ去十月退職シ新民学院教授ニ聘サレシ春山教授ノ後任ナル由、飛石ハ多少物足

ラサル感アルモ目下人物払底ノ時モアリ認ムルコトト致度(14) 
など、やや消極的な理由で採用に至った例もみられる。また、外務省から文部次官あてに

内報して承諾を得るケースも確認できる。 
これらから推察されるのは、外務省にあっても書院あるいは書院大学という専門学校あ

るいは大学にふさわしいかどうかを個別に判断していたということである。そしてその判

断を左右したのは、単に学歴だけではなく、大学在学中の成績、職歴といったその個人が

書院・書院大学教員にふさわしいかを判断する材料、また大学教員の推薦、子息であるこ

となど縁故に近いものも含まれていた。 
 
 
．引き揚げにかかる文部省の指令

 
1945 年の敗戦後において、国内の大学・学校では軍人軍属や海外からの引き揚げ者の復

学あるいは編入学が大きな課題となった。海外大学を引き揚げて創設されたとされる愛知

大学であるが、大学教員の引き揚げについて全国的にはいかに問題の処理がなされていた

のだろうか。 
当時の学校教育にかかる文部省の指令を集めた『終戦教育事務処理提要』によれば、教

員の引き揚げにかかる指令は驚くほど少ない。引き揚げ教員の処遇について直接的に指令

したものは見当たらないほどである。その絶対数からいって、引き揚げ学生の方が問題と

なったことは容易に想像できる。その引き揚げ学生については、大学予科に編入定員を割

りあてたり、編入学試験にあたってはいわゆるペーパーテストを用いないことを指示した

り、さらに在籍していた学校が証明できない場合でも柔軟に取り扱うことを指示したりも

していた。 
一方、大学教員にかかわると思われる指令は次の二つに過ぎない。 

 
Ｇ 復員者等ノ失業対策ニ関シ各省ニ対スル要望事項（抄）（昭和二十年十一月十六

日閣議決定） 
第二 要望事項 
一 共通事項 

（一）将来人ヲ採用スル場合ハ 
（イ）左ノ者ニ付収入所得、戦災状況、扶養家族等ヲ考慮シ優先採用スルコト 
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また、予科は中等学校教員がもっとも多く、しかも休職中の福田勝蔵を除いては、高等
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傷痍軍人軍属、復員軍人軍属、戦歿軍人軍属遺族、在外邦人家族、引揚民、

戦災者、徴用解除者 
（中略） 
（四）特ニ知識階級離職者ニ対スル授職ノ為左ノ措置ヲ講ズルコト 
（イ）官営若ハ民営ヲ以テ新日本建設ニ必要ナル政治、経済、社会、科学、文

化等ノ調査研究機関並ニ海外文化ノ翻訳紹介ヲ目的トスル機関ヲ設置シ知識階級離職

者ヲ吸収スルコト (15) 
 

三十六 引揚教職員の採用状況調査について 
（昭和二十一年七月十八日発学三三六号学校教育局長ヨリ公私立大学高等専門学校

長直轄学校長宛） 
 
終戦以来貴校に採用になつた旧外国外地（樺太、沖縄を含む）からの引揚教職員に

つき左記様式により状況調査の上来る八月十日迄に報告されたい。 
尚右該当のない学校でもその旨報告されたい。 
追而調査報告書は本省学校教育局内引揚教職員学徒相談室宛に御郵送されたい 

記 
引揚教職員採用状況調 

氏名 採用職名 俸給額 採用年月日 引揚前在学校名及地位 備考 
      

注意 
１、調査は七月末日現在で記入すること。 
２、引揚前在職学校名には外地外国名（例台湾、中華民国等）を冠して記入するこ

と。 
３、引揚教職員採用に関して御意見等があつたら末尾に附記して申出られたい。 (16) 

 
前者は「知識階級」という文言を用いていることから推察されるように、知識階級に属

する人々のいわゆる左傾化に対する警戒が示されていると思われ、直接に大学教員の離職

者に関するものではない。また、後者についてもあくまで採用状況調べであって、積極的

な採用を指示したものではない。 
先に述べたように、大学教員の絶対数の少なさが関係していると思われ、彼らの引き揚

げ後の再就職は個人的な努力によってなされなければならなかったと推察されるのである  

(17)。 
 
 
．愛知大学開学時における教員人事

 
－ ．愛知大学の 年度における教員一覧

 
書院大学と愛知大学との教員人事における接合性を考えるにあたって、後者については

さしあたって旧制大学としての認可を得て、教員が学部・予科ともにほぼ出そろったと考

えられる 1948 年度を分析の対象としたい。 

 
 

ここでも書院大学学部開設時と同様、表 5－1のように当時の教員人事を一覧にした (18)。

作成方法、色分けは書院大学について示した前掲の表 3－1 とほぼ同じである。一部異な

る部分について説明しておきたい。旧制大学として認可申請を行った 1946 年時点での職

名と 1948 年度の職名を対照してある。その結果、何名かが兼任から専任へ、あるいは専

任から兼任へという変化があることが判明する。表 3－1 と比較して、（兼任）講師の数、

あるいは離職者の数が多いことが明らかである。 
さて、この色分けした表によって一見してわかるのは、学部・予科ともに、とくに学部

については教員の最終学歴が帝国大学・官公立大学によってその多くを占めているという

ことである。また、職歴・経歴の面では学部・予科ともに「教職」歴を持つ教員が多数を

占め、書院大学に比較して民間企業勤務の割合が減少していると捉えられることである。 
 

－ ．愛知大学開学時の教員層

 
この愛知大学開学時の教員層についても 3 節 2 項と同様の視点から分析を加えておきた

い。 
 

A. 専任教員の年齢構成と勤続年数 
 
 
 
 
平均年齢の部分について、書院大学と同様に学部教員が予科教員よりも高くなっている

ことは指摘できる。より経験を積んだ者が学部教員となるということでもあろうし、この

時期の愛知大学の場合、学部教員のほとんどが外地にあった二つの帝国大学で教鞭を取っ

ていたことにもよるのかもしれない。経歴を加味した分析は次の職歴とあわせて述べたい。

書院大学と比較した場合、学部教員は 4.0 歳、予科教員は 3.8 歳、全体では 5.4 歳、それ

ぞれ平均年齢が上昇している。 
 

B.専任教員の職歴 
 
職歴の分析は、本務と

兼務の別、官僚機構の人

事制度など複雑な事情が

あって容易ではない。こ

こでは、本務あるいは専

任を中心とし、兼務や嘱

託を除いて分析対象とし

たい。また、書院大学から

の接合性を問題とするた

め、学部教員の職歴のうち外地帝国大学については京城・台北それぞれをわけて分析する

こととしたい。 

表 － ．専任教員年齢構成（判明分、学長を除く）

～ ～ ～ ～ ～ ～ 平均年齢

学部

予科

全体

表 － ．専任教員主要職歴（判明分、のべ数、学長を除く）

学 部 予 科

職 歴 実数 職 歴 実数

京城帝国大学教授 書院大学予科教授

民間会社勤務 専門学校教員

外地官吏・司法官吏 書院大学教授

帝国大学助手・副手 私立大学教授・助教授

台北帝国大学教授 中等学校教員

書院大学教授・助教授 帝国大学予科教授

私立大学教授 民間会社勤務

中等学校教員

専門学校教員
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外地官吏・司法官吏 書院大学教授

帝国大学助手・副手 私立大学教授・助教授

台北帝国大学教授 中等学校教員

書院大学教授・助教授 帝国大学予科教授

私立大学教授 民間会社勤務

中等学校教員

専門学校教員
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表5－1．1948（昭和23)年度における愛知大学の教員一覧

本籍地 年月 年月 年月 年月 年月 年月 年月 年月

生年月日 本科 予科 本科 予科 離任 学歴
香川県高松市

辞職 慶応義塾大学文学科
長野県東筑摩郡島立村

逝去 東京帝国大学法学部
東京都芝区 1923.4満退

辞職・名大 東京帝国大学法学部政治学科
愛知県豊橋市

辞職・名大 東京帝国大学法学部法律学科
神戸市

辞職・名大 東京帝国大学経済学部

東京帝国大学法科
東京都世田谷区

東京帝国大学経済学部経済学科
岡山県上房郡上水田村

辞職・広大 東京帝国大学法学部法律学科（独法）
長野県東筑摩郡宗賀村

東京帝国大学法学部法律学科
岡山市

東京帝国大学法学部政治学科
愛知県海部郡津島町

東京帝国大学文学部倫理学科
高知県安芸郡安芸町

辞職・関学 京都帝国大学法学部
東京都牛込区

九州帝国大学法文学部経済科
岐阜県加納朝日町

九州帝国大学法文学部（法科）
静岡県磐田郡福田町 1942.3休職

東京商科大学
三重県松阪市

逝去 東京帝国大学文学部倫理学科
広島県御調郡向島西村

逝去 東洋大学専門部
愛知県豊橋市

東京帝国大学文学部国文学科
栃木県芳賀郡清原村

東亜同文書院

東京帝国大学法科
福岡県八女郡白木村

スタンフォード大学
愛知県碧海郡新川町

京都帝国大学文学部独逸文学科
広島県福山市

東京帝国大学文科
鹿児島県鹿児島郡谷山町

京都帝国大学文学部文学科
埼玉県大里郡御正村

東亜同文書院

東京帝国大学文科

東京帝国大学文学部東洋史学科
東京都杉並区

早稲田大学文学部哲学科
山口県厚狭郡厚狭町

東京帝国大学文学部倫理学科
岡山県倉敷市

東京帝国大学経済学部

東京帝国大学法学部

東京帝国大学法学部
東京都芝区

東京帝国大学経済学部
東京都杉並区

東京帝国大学法学部

東京都目黒区
東京商科大学本科

茨城県下館町

静岡県小笠郡桜木村

愛知県豊橋市

名古屋市
東京外国語学校露語科本科

愛知県豊橋市

…昭和21年勅令第287号により退官

凡例

学歴欄

…帝国大学・官立大学卒業

…官公立専門学校卒業

…私立大学卒業

…私立専門学校卒業

職歴欄

…愛知大学での教歴以前の「教職」歴（小・中・高等学校・専門学校・大学助手・副手を含む）

…愛知大学での教歴以前の「民間企業勤務」歴（満鉄を含む）

…愛知大学での教歴以前の「官職」歴（郵便局勤務を含む）

※太字＋イタリック体＝愛知大学での最初の教歴

開学時年齢

職歴・経歴1 職歴・経歴2 職歴・経歴3
氏名 出身地方

旧制認可申請時 昭和23年度職名
担当科目

慶応義塾教員 慶応義塾大学政治学科教授 東京高等商業学校講師嘱託（外交史）
林毅陸 学長 学長

教授

東亜同文書院大学教授退職
小岩井浄 甲信越 教授 兼任教授 学監・教授

政治・社会思想史・社会政

策／歴史（社会思想史）

政治学

株式会社三井銀行入社（本店外国課） 東京帝国大学大学院入学（政治学・政治学史） 明治大学法学部講師

四方博 近畿 教授 兼任教授 教授

民法・訴訟法／法学通論

京城帝国大学助教授（民法・民事訴訟法第一講座） 京城帝国大学教授 愛知大学教授

戸沢鉄彦 関東 兼任講師

松坂佐一 東海 教授 兼任教授 教授

予科長
経済原論・経済史／経済

通論 東京帝国大学助手・経済学部 京城帝国大学助教授・法文学部・経済学講座 京城帝国大学教授

小幡清金 関東 教授 教授

行政法

台北帝国大学教授
園部敏 教授

財政学

日本大学商経学部教授 台湾総督府外事部嘱託 台北帝国大学教授

花村美樹 甲信越 兼任講師 教授

社会政策／独逸語

京城帝国大学法文学部助手 京城帝国大学助教授（社会政策） 京城帝国大学法文学部教授
森谷克巳 中四国 教授 兼任教授 教授

刑法・訴訟法

朝鮮総督府司法官試補 京城地方法院検事代理 任朝鮮総督府判事・補京城地方法院判事

鈴木栄太郎 東海 教授 兼任教授 教授

経済学史

大原社会問題研究所員
久留間鮫造 中四国 教授 教授

社会学／英語

京城帝国大学教授退職

三好四郎 関東 助教授 助教授

憲法

尼崎汽船会社社員 日本通運株式会社社員 東亜同文書院大学学部講師（憲法学）
一圓一億 中四国 教授 教授

農業政策

国際通運株式会社台北支店勤務 台湾総督府殖産局勤務 横浜・浅野綜合中学校勤務

大石岩雄 東海 助教授

国際政治・国際私法

九州帝国大学副手退職
萩野茂彦 東海 助教授 助教授

経営学

東京商科大学商業教員養成所卒業 東京府立第一商業学校授業嘱託 東京府立第一商業学校教諭

斉伯守 中四国

教授
倫理・哲学概論

京城帝国大学予科教授 報徳女学校研究科講師（哲学入門担当） 叔明女子専門学校講師（倫理学科担当）
横山将三郎 東海 教授

教授
漢文

千代田女子専門学校教授 東洋大学教授 東亜同文書院教授兼東亜同文書院大学予科教授

鈴木択郎 関東 教授

教授
国語・漢文

国語科高等教員免許状 帝国学士院補助研究員（歌集の研究） 福岡県女子専門学校教授
久曽神昇 東海 教授

教授
中国語

東亜同文書院助教授（華語担当） 東亜同文書院教授（華語担当） 東亜同文書院大学予科教授（華語担当）

大内義郎 九州 教授

教授
英語

玉井茂

教授
自然科学

上海自然科学研究所研究員・昆虫学研究

若江得行 中四国

教授
外国語購読（独）

京都帝国大学大学院退学 関西大学講師 関西大学助教授
板倉鞆音 東海 教授

桑島信一 関東

教授
国語・漢文

朝鮮元山公立中学校教諭 国語科高等教員免許状 東亜同文書院大学予科講師
津之地直一 九州

教授
独語

教授
英語

漢口江漢中学英文及日文教員 広島県立広島第一中学校英語教諭 東亜同文書院大学予科英語教授

教授
歴史

東京帝大東洋文化研究所助手 愛知大学予科教授 愛知大学文学部助教授

教授

教授
中国語

満州国財政部雇員（中国語通訳及翻訳） 天津恵通航空公司（中国語通訳及翻訳） 北平中華航空株式会社（中国語通訳及翻訳）

川越淳二 関東

天理外国語学校教授
服部正己

鈴木中正

中四国 講師

教授
英語

天津日本興業学校教諭（英語） 北京工業専門学校助教授（英語） 愛知大学予科講師

教授
心理及論理

菊地勇夫 兼任講師 講師
社会法

細迫朝夫

経済政策 1946.9現在
東北帝国大学講師兼三菱経済研究所員

宇野弘蔵 中四国 兼任講師

石浜知行 兼任講師 講師

講師

高橋正雄 関東 兼任講師

国際講座

九州帝国大学教授

講師
国際講座

九州帝国大学教授

九州帝国大学教授

朝日新聞論説委員 朝日新聞社参与
嘉治隆一 関東 兼任講師 講師

国際講座

商法
藤江忠二郎 講師

講師
教育学

伊藤猷典

清水武雄 講師
新聞学

貨幣金融論
山本二三丸 講師

東亜同文書院教授
講師

国際経済／外国書購読

（英） 東京電気株式会社勤務（経理部） 東亜同文書院講師（外国為替及保険論）
太田英一 関東 教授 兼任教授

西村信雄 講師
民法

民法二部
山中康雄 講師

講師
独乙語

京城帝国大学助教授（独逸語学） 独逸語学及ビ独逸文学研究・米英独仏伊渡航
田中梅吉 関東

京城帝国大学法文学部講師嘱託 京城帝国大学助教授
山崎知二 東海 講師

仏蘭西語

中国語

日本医療団大府荘嘱託 東亜同文書院大学華語臨時講師 東亜同文書院大学華語臨時講師
池上貞一 東海 講師

講師
地理

小木曽公

東京外国語学校仏語科選科2年修了
熊沢復六 東海 講師

ロシヤ語

英語
浅井定彦 講師

講師
英語

長谷川正平

鈴木要 講師
数学

早川正美

英作

横浜市立経済専門学校教授 明治大学商学部講師 上智大学商学部講師
小山伝三 東海 講師

中村和之雄 講師
英語

講師
講師

胡麻本蔦一 講師
ロシヤ語
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年月 年月 年月 年月 年月 年月 年月 年月 年月 年月 年月 年月 年月 年月 年月 年月

1926.3依免

1949.4抹消

現在 現在

職歴・経歴6 職歴・経歴7 職歴・経歴8 職歴・経歴9 職歴・経歴10 職歴・経歴11職歴・経歴4 職歴・経歴5

外務省参事官 慶応義塾理事 慶応義塾塾長・大学総長兼任 慶応義塾大学法学部教授慶応義塾大学政治学科主任 衆議院議員当選（後当選3回） 勲四等瑞宝章 法学博士

東京産業大学講師 愛知大学教授（*1へ）法政大学経済学部講師 法政大学法学部教授（政治学・政治学史） 京城帝国大学法文学部講師 京城帝国大学法文学部助教授 京城帝国大学法文学部教授 大学予科教育審議委員会委員

弁護士登録 名古屋大学法経学部教授 名古屋大学法学部教授 名古屋大学長

名古屋大学経済学部教授 岐阜大学長（*2へ）

（*2から）関東学院大学教授 愛知県立大学長

日鮮協会嘱託・朝鮮関係文献収集 上智大学・明治大学講師 愛知大学教授 愛知大学予科長・学生課長 名古屋大学法経文学部創設委員 名古屋大学法経学部教授

（*1から）愛知大学学監 名古屋大学法経学部教授 名古屋大学法学部教授 愛知学院大学法学部教授

中華民国国立台湾大学嘱託

愛知大学法学部教授 愛知大学学生部長 愛知大学補導部長 広島大学政経学部教授 岡山大学法文学部教授 武蔵大学教授

京城覆審法院判事 任朝鮮総督府事務官・法務局勤務 任朝鮮総督府判事・補京城覆審法院判事 任朝鮮総督府京城法学専門学校教授 京城帝国大学教授・法文学部（刑法・刑事訴訟法） 愛知大学教授

関西学院大学退職東亜同文書院大学附属専門部講師兼務委嘱（法学通論） 東亜同文書院大学学部助教授 愛知大学設立に参加 愛知大学学部講師兼予科講師 愛知大学教授 関西学院大学法学部教授

東亜同文書院大学東亜研究部調査員嘱託 東亜同文書院大学東亜研究部研究員嘱託 愛知大学学部助教授 愛知大学法経学部助教授 愛知大学法経学部教授 愛知大学依願退職

労働科学研究所嘱託（内地留学） 東京商科大学工業経営専門部専任講師 東京産業大学産業能率研究所研究員（兼任） 東京産業大学商学専門部専任講師 愛知大学法経学部助教授 愛知大学法経学部教授

京城歯科医学専門学校講師（倫理学科担当） 京城帝国大学附属理科教員養成所講師（公民科・人文科担当） 松阪勤労署嘱託（失業調査事務取扱） 松阪地区海外引揚同胞協力会会長 三重県海外引揚者協力聯合会副会長 松阪市方面委員

東亜同文書院大学教授

立正大学、帝国女子専門学校、日本女子高等学院各講師、国語科担当 日本学術振興会研究嘱託（絵巻物研究）

東亜同文書院大学学部教授（華語担当）

東海大学予科教授 愛知大学予科教授 愛知大学文学部教授

神戸市立外事専門学校教授

東亜同文書院大学予科教授 愛知大学予科教授 愛知大学教養部助教授 愛知大学教養部教授 愛知大学文学部教授

愛知大学文学部教授

中華航空株式会社解散

愛知大学文学部助教授 愛知大学文学部教授

愛知大学学部教授東亜同文書院大学学部臨時講師（会計学） 東亜同文書院大学学部助教授（統計学及経済学） 東亜同文書院大学教授 早稲田大学政治経済学部講師（中国研究） 東京産業大学附属高等専門部講師（経済政策）

□□□財産部勤務 名古屋経済専門学校講師名古屋財務局嘱託（豊橋管財出張所長）
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書院大学と比較して、学部教員の民間会社勤務歴が少ないことはすでに述べたとおりで

ある。同一人物が職を変えた場合も実数で 1 と数えるため、厳密な意味での割合ではない

が表 5－3 における割合は 12.5％にすぎない。その意味で官吏の割合も 12.5％であり、残

りの 75％、全体の 4 分の 3 はなんらかの大学・学校の教員という職歴で占められている。

海外からの引き揚げ者によって、それまで大学とは無縁であった土地に大学を立ち上げる

にあたってはこうした人物の持っていた大学人としての経験が生かされたのではないかと

推察される。そしてその経験とは外地帝国大学が主だったのであり、先に述べた大島氏の

指摘どおり、専任教員の人員としては書院大学関係者が中心だったわけではなかった。 
一方、予科については書院大学予科の教員がもっとも多い。書院大学予科が中等学校教

員から転身した人物が多かったのに対して、こちらも経験上すぐに大学予科の運営にあた

れるであろう大学予科、専門学校レベルの教員を中心として構成されていたのである。 
 

C.専任教員の最終学歴 
書院大学と比較した場合の専任教員の最終学歴は、書院卒の教員の数が減少することに

よって帝国大学出身の教員の割合が増加していることが判明する。①帝国大学・②それ以

外の大学・③専門学校と区分してみれば、書院大学の場合その実数と割合は①14（45.2％）・

②6（19.4％）・③11（35.5％）である。対して愛知大学の場合は①22（75.9％）・②4（13.8％）・ 
 

表 － ．専任教員最終学歴（判明分、学長を除く）

帝国大学 官立・私立大学 海外大学 専門学校

東京

帝大

京都

帝大

九州

帝大

東京

商大

早稲

田大

北京

大学

ｽﾀﾝﾌｫ
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同文

書院

東洋

大専

学部

予科
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③3（10.3％）となる。帝国大学卒業者は 3 割増、それ以外の大学は 5.6％減、専門学校で

は 25.2％減となる。 
さきほどの専任教員の職歴・経歴でも帝国大学教員経験者が多数を占めていたことを考

え合わせれば、書院大学教員に比して愛知大学教員はよりアカデミックな性格を持ってい

たということになろう。 
 

D.専任教員の本籍地 

愛知大学の専任教員の本籍地については、書院大学と同様に人口比から関東が多いこと

に変化はない。それ以外の地域について書院大学と比較すれば、近畿と九州に本籍を持つ

者が減少していること、そして東海地域の出身者がもっとも多くなったことは指摘してよ

いだろう。 
 
 
 

表 － ．専任教員本籍地（判明分、学長を除く）
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ここまで、書院大学と愛知大学の教員層それぞれについて分析を加えてきた。最後に、

両者の比較から性格の違いを指摘しておくことにしたい。 
第一に、書院大学はより実業に近く、開学時愛知大学はアカデミズムの性格を持った大

学だったということである。それは、専任教員の最終学歴、職歴・経歴から裏づけられる。

もちろん「商務科」を擁する専門学校が昇格した大学と、「法経学部」を擁する大学との違

いともいえよう。いずれにしても、開学時愛知大学の教員層は書院大学の教員層と比較し

て、帝国大学のアカデミズムをより強く刻印されることになったのである。 
第二に、開学時愛知大学はそのスタートにあたって、すでに大学人として経験を積んだ

者を教員として擁していたということ、それは先に述べたように大学が存在しない地域に

それを立ち上げるという事業に適当な人材がそろっていたということである。しかも、外

地帝国大学の教員の経歴、それも 15 年程度の勤務年数を持つ人材が学部教員の多くを占

めた。このことも愛知大学の開学にはプラスに作用したのではないかと推測される。 
第三に、教員の経歴からみて、愛知大学は書院大学に比して東海地区の大学に近づいた

ということである。書院大学では 1 名しかいなかった東海地区に縁故を持つ者が、愛知大

学では多数を占めるに至った。新設大学の教員を集めるには地縁もまた大切だったと推測

されるが、結果としては東海地区との関係が深まったと考えてよいだろう。 
いずれにしても、これら 3 点の指摘は書院大学と愛知大学とのある時点での教員層の比

較という方法によって導き出されたものである。したがって、愛知大学の運営の実態にお

いてこれらの性格がどのように展開したのかは今後の研究課題とせざるをえない。たとえ

ば、旧制大学の認可申請にあたって、アカデミズムの経歴は有利に作用したのかどうか。

また、アカデミズムの性格が濃くなることで大学はどのように運営されたのか。あるいは、

東海地区に地縁を持つ教員が多い一方、学生の実態はどうだったのか。今回の分析から導

出されるこれらの課題を解いていくことが必要である。 
 
注

(1) たとえば『愛知大学五十年史 通史編』（同編纂委員会、2000 年）は、本間喜一ら書院大学関係者が上

海から日本へ引き揚げ、その後いかにして豊橋の地を選定し、初代学長に林毅陸元慶応義塾長を選んだか

など、その経緯を詳しく述べている。 
(2) たとえば、『同文書院記念報 VOL.23』（愛知大学東亜同文書院大学記念センター、2015 年）にも佃隆

一郎編「愛知大学創設期座談会記録」が掲載されている。 
(3) 愛知大学東亜同文書院大学記念センター『オープン・リサーチ・センター年報』2008 年度版（3 号）

所載。 
(4) 前掲大島論文、321 ページ。 
(5) 同上、314 ページ。 
(6) 同上、307 ページ。 
(7) 以上、同上 310 ページ。 
(8) 「昭和六年五月 東亜同文書院教員採用規定

ママ

」アジア歴史資料センター（以下 JACAR と略記）Ref. 
B05015347400。 
(9) 本表作成にあたり参照した履歴書は、それぞれ次の文書・書籍に含まれていたものである。矢田七太

郎については「同文書院大学長更迭、新学長、矢田七太郎 大正十五年九月」JACAR Ref.B05015349700、
本間喜一については「本間喜一ヲ副院長ニ採用 昭和十五年九月」JACAR Ref.B05015350200、鈴木択郎・

熊野正平・野崎駿平・福田勝蔵・坂本一郎・中内二郎・戸田義郎・太田英一・堀江義広・上田信三・桜川

景雄・岩尾正利・山崎伊太郎については「予科教員任命ノ件鈴木擇郎外十三名 昭和十五年二月」JACAR 
Ref.B05015349000、久重福三郎については「略年譜」（久重福三郎先生、坂本一郎先生還暦記念行事準備
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また、アカデミズムの性格が濃くなることで大学はどのように運営されたのか。あるいは、

東海地区に地縁を持つ教員が多い一方、学生の実態はどうだったのか。今回の分析から導

出されるこれらの課題を解いていくことが必要である。 
 
注

(1) たとえば『愛知大学五十年史 通史編』（同編纂委員会、2000 年）は、本間喜一ら書院大学関係者が上

海から日本へ引き揚げ、その後いかにして豊橋の地を選定し、初代学長に林毅陸元慶応義塾長を選んだか

など、その経緯を詳しく述べている。 
(2) たとえば、『同文書院記念報 VOL.23』（愛知大学東亜同文書院大学記念センター、2015 年）にも佃隆

一郎編「愛知大学創設期座談会記録」が掲載されている。 
(3) 愛知大学東亜同文書院大学記念センター『オープン・リサーチ・センター年報』2008 年度版（3 号）

所載。 
(4) 前掲大島論文、321 ページ。 
(5) 同上、314 ページ。 
(6) 同上、307 ページ。 
(7) 以上、同上 310 ページ。 
(8) 「昭和六年五月 東亜同文書院教員採用規定

ママ

」アジア歴史資料センター（以下 JACAR と略記）Ref. 
B05015347400。 
(9) 本表作成にあたり参照した履歴書は、それぞれ次の文書・書籍に含まれていたものである。矢田七太

郎については「同文書院大学長更迭、新学長、矢田七太郎 大正十五年九月」JACAR Ref.B05015349700、
本間喜一については「本間喜一ヲ副院長ニ採用 昭和十五年九月」JACAR Ref.B05015350200、鈴木択郎・

熊野正平・野崎駿平・福田勝蔵・坂本一郎・中内二郎・戸田義郎・太田英一・堀江義広・上田信三・桜川

景雄・岩尾正利・山崎伊太郎については「予科教員任命ノ件鈴木擇郎外十三名 昭和十五年二月」JACAR 
Ref.B05015349000、久重福三郎については「略年譜」（久重福三郎先生、坂本一郎先生還暦記念行事準備

69

同文書院記念報 VOL.24(2016.3)



 
 

委員会『中国研究』1965 年）、久保田正三については「高橋協外三名、教員採用認可 大正十五年」JACAR 
Ref.B05015347200、成宮嘉造については「成宮嘉造 昭和十一年六月」JACAR Ref.B05015356200、山

田厚については「山田厚 昭和十二年三月」JACAR Ref.B05015356800、重光蔵については「重光蔵 昭
和十二年六月」JACAR Ref.B05015357200、広江貞助については「広江貞助ニ講師委嘱ノ件 昭和十四年

二月」JACAR Ref.B05015346100、齊伯守については「齊伯守ニ講師委嘱ノ件 昭和十四年三月」JACAR 
Ref.B05015346500、若江得行については「若江得行ニ講師委嘱ノ件」JACAR Ref.B05015346200、内山

宮三については「内山宮三ニ講師委嘱ノ件 昭和十四年三月」JACAR Ref.B05015346400、五味一につい

ては「五味一ヲ講師採用ノ件 昭和十四年五月」JACAR Ref.B05015346700、岸川正については「岸川正

採用 昭和十四年十一月」JACAR Ref.B05015348100、石川正一については「石川民
ママ

一採用ノ件 昭和十

四年十月」JACAR Ref.B05015347900、飛石初次については「飛石初次採用 昭和十四年十一月」JACAR 
Ref.B05015348200、北野大吉については「北野大吉教授委嘱ノ件  昭和十五年二月」 JACAR 
Ref.B05015348800、小橋嘉平・植村郁夫・津之地直一については「予科講師採用、植村郁夫・津之地直

一・小橋嘉平 大正十五年二月」JACAR Ref.B05015349100、神谷龍男については注 15 に述べる愛知大

学東亜同文書院大学記念センター所蔵の「教員適格審査書類」にそれぞれよった。 
(10) 高等学校高等科の教員のうち 3 分の 1 は高等学校高等科教員免許状を有しない者をもって充てるこ

とができた（「高等学校教員規程」（1919（大正 8）年文部省令第 10 号）第 13 条）。のち、この規定が書

院大学予科教員にも準用された（「東亜同文書院大学ニ関スル件」（1941（昭和 16）年閣令第 11 号）。 
(11) 学士号所持者が少ないことは、同様に専門学校から大学へ昇格した東京商科大学、大阪商科大学の

開学直後の教員で学位もしくは学士号を持たないものがほとんどいないことと比較しても顕著である

（『東京商科大学一覧 自大正十年至大正十一年』（東京商科大学、1921 年）、『大阪商科大学一覧 昭和四

年五月』（大阪商科大学、1929 年）参照）。また、1933（昭和 8）年当時の神戸商業大学と比較しても同

様である（『神戸商業大学一覧 昭和八年三月』神戸商業大学、1933 年）。 
(12) 前掲「予科教員任命ノ件鈴木擇郎外十三名 昭和十五年二月」。 
(13) 前掲「石川民

ママ

一採用ノ件 昭和十四年十月」。 
(14) 前掲「飛石初次採用 昭和十四年十一月」。 
(15) 文部大臣官房文書課『昭和二十年十一月 終戦教育事務処理提要 第一輯』56～57 ページ。 
(16) 文部大臣官房文書課『昭和二十四年三月 終戦教育事務処理提要 第三集』436～437 ページ。 
(17) 外地の帝国大学の教職員については、1946（昭和 21）年 5 月 21 日の「外地官署所属職員の身分に

関する勅令」（昭和 21 勅令第 287 号）により、内地引き揚げ後 1 か月を経過した時点で退職させること

となった。 
(18) 1948 年時点における愛知大学教員の履歴を把握することは容易ではない。『愛知大学史紀要』第 1 号

（愛知大学 50 年史編纂委員会、1994 年）に翻刻された「愛知大学設立認可申請書」中に含まれる履歴書

は、ごく簡単なものにとどまっている。表 5－1 中、林毅陸・小岩井淨・園部敏・久留間鮫造・鈴木栄太

郎・萩野茂彦・玉井茂・服部正己の履歴については、この『愛知大学史紀要』もしくは愛知大学二十年史

編集委員会『愛知大学－二十年の歩み－』（愛知大学、1972 年）に引用された「昭和二十三年度 愛知大

学要覧」によらざるを得なかった。それ以外の教員履歴については、愛知大学東亜同文書院大学記念セン

ター所蔵の「教員適格審査書類」に記載された職歴によった。この書類は現在未公開である。その他、戸

沢鉄彦については「戸澤鐵彦教授略歴並びに著作年譜」（愛知学院大学法学会『法学研究』第 22 巻第 2・
3 号（1978 年））、松坂佐一については「松坂佐一先生略歴」（契約法大系刊行委員会『契約法大系Ⅰ（契

約総論）』有斐閣、1962 年）、四方博については「四方博先生略歴」（四方博『朝鮮社会経済史研究〔上〕』

国書刊行会、1976 年）、森谷克巳については「森谷克巳教授略年譜」（武蔵大学学会『武蔵大学論集』第

13 巻第 1・2 号、1965 年）、一圓一億については「一圓一億教授略歴」（関西学院大学法政学会『法と政

治』第 28 巻第 3・4 号、1978 年）、三好四郎については「三好四郎先生年譜」（『楊樹の蔭深く』三好四郎

先生追悼文集編集委員会、1991 年）、大石岩雄については「大石岩雄教授略歴・執筆目録」（大石岩雄教

授還暦記念論文集編集委員会編『現代企業の理念と管理－大石岩雄教授還暦記念論文集－』豊川堂、1975
年）、板倉鞆音については「略歴」（愛知大学文学会『文学論叢』第 72 輯、1983 年）、津之地直一につい

ては「略歴」（前掲『文学論叢』第 81 輯、1986 年）、鈴木中正については「略歴」（前掲『文学論叢』第

73 輯、1983 年）、川越淳二については「故川越淳二所長略歴」（『愛知大学綜合郷土研究所紀要』第 39 輯、

1994 年）をそれぞれ参照した。 

特集「海外からの大学引き揚げをめぐる問題とその位相－東亜同文書院大学から愛知大学への人事

的接合性と自国文化への接合－」
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新中国建国初期の大学再編 

―上海の大同大学の再編を事例として― 
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はじめに

 
中国の大学再編について 1952 年の院系調整がよく知られており、その研究は数多く行わ

れてきた(1)。院生調整とは大学を構成する学部や学科に相当する「学院」や「学系」の開設

状況を全国範囲で再編成し、より効率的な人材育成を狙うことである。しかし、院系調整

は建国した当初の方針とは言えず、現状維持、カリキュラム改革の段階を経て行われたの

である。新中国成立から院系調整完了までの大学再編は次の三段階を経たと言える。第 1
段階は 1949～1951 年の私立大学の受容期である。この時期に新民主主義教育の推進を唱え

ながら、私立学校に対して現状維持、指導強化、徐々に改造するという政策の方針であっ

た。第 2 段階は 1952～1954 年の院系調整前期である。私立学校の公立化は図られ、調整

の中心は「工学系人材と教員養成を重点とし、専門単科大学を発展させ、総合大学を整頓

し強化する」(2)ことであった。狭義の院系調整はこの時期のことをいう。第 3 段階は 1955
～1957 年の院系調整後期である。主に地理的配布の視点から沿海部や都市部に集中する高

等教育機関の一部を内陸に移転した(3)。 
これまでの先行研究では第 2 段階と第 3 段階に対する関心が多く、第 1 段階に関する検

討ではあくまでも院系調整の前段階に位置づけて「小規模・限定的な再編成」の個別な合

併事例が注目されていた(4)。こうした視点は第 1 段階と第 2、3 段階との政策の連続性を考

察するには有効である一方、公立一色の第 2、3 段階と異なる、私立大学を受容した第 1 段

階の特徴を見落としてしまう恐れがある。強力な国家権力によって進められた 1952 年以降

の院系調整と異なり、第 1 段階に私立大学側の人々はいかなる思惑で新政権を迎え、また

新政権の教育方針といかなるすり合わせをしてきたのだろうか。大学側の視点で新中国初

期の大学再編を考察するには、第 1 段階は重要な意味を持つと言える。本文ではこうした

関心の下で主に第 1 段階の大学再編に着目し、政府と一定の距離を持つ私立大学の再編に

対する考察を通じて、中華人民共和国の成立という社会と国家の変動期における大学の接

合と変容の問題を考えてみたい。 
考察対象は、1912 年に大同学院としてスタートし、1922 年に大学に改称した上海の大同

大学とする。その理由については、本シンポジウムの主旨を考慮して次の通りである。大

同大学は東亜同文書院や愛知大学と同じく非宗教系の私立大学である上に、学術中心の理

念で政治運動に一定の距離を取り大学の自主性を保ってきた。また、東亜同文書院大学と

同じく上海というユニークな文化環境の中で発展してきた大学であり、私立大学のなかで

代表的な存在であった。 
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